


 

 

【参考】時間外削減に貢献した取組事例（H29職場アクションシートより） 

 

＜職場内の応援体制＞ 

・訓練実施に向けた準備スケジュールの作成と課題の共有 

・短期／長期の予定を共有 

・業務工程の明確化、共有による進捗管理の徹底 

・作業ピーク時期を見える化し、班を越えた作業分担 

・一時期に集中する作業を班全員で分担 

 

＜資料・情報の整理＞ 

・議会用手持ち資料のＱＡ項目を精査 

・複数の資格登録者名簿を一元化 

・企業訪問前後に所属内で訪問概要を情報共有 

 

＜業務環境の見直し＞ 

・班内の打ち合わせを、極力自席で実施 

・繁忙期には、作業集中スペースの確保を徹底 

・窓口対応要領の整備、書類保管場所の表示を工夫 

・事業管理フォルダの整理 

 

＜会議、イベント関係＞ 

・会議への出席職員を適正化 

・イベントへの参加の必要性と参加職員の精査 

・次年度シンポジウムの準備、関係市町との事前調整を前倒し 

 

＜実績、取組の進捗管理＞ 

・個人単位の時間外等の実績を全班長で共有、必要に応じて業務分担の見直し 

・課内の課題を横断的に検討、対策を講じるための「課内ＷＧ」を設置 
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２ 平成 30年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた目標の状況 
 

（１）ワーク・マネジメントの推進に関する部局目標の状況 

平成 30 年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた時間外勤

務時間数、超長時間勤務者数にかかる各部局の目標は、別表１のとおりで

す。なお、全庁目標は以下のとおりです。 

 

 

 

【別表１】時間外勤務時間（1人あたり）、超長時間勤務者数の目標 

※時間外勤務手当支給対象者（国等への派遣職員を除く。） 

 時間外勤務時間（時間、％） 

30年度 
目標 

昨年度 
実績 

昨年度 
実績比 

25年度 
実績 

対25年度 
実績比 

＜参考＞ 
31年度 
目標 

防災対策部 316 375 ▲16% 417  ▲24% 291 

戦略企画部 167 176 ▲5% 232  ▲28% 162 

総務部 84 85 ▲1% 130  ▲35% 84 

医療保健部 158 198 ▲20% 179  ▲12% 125 

子ども・福祉部 201 251 ▲20% 209 ▲4% 146 

環境生活部 154 154 ±0 293  ▲47% 154 

地域連携部 118 134 ▲12% 157  ▲25% 110 

農林水産部 138 148 ▲7% 184  ▲25% 129 

雇用経済部 175 175 ±0 284  ▲38% 175 

県土整備部 219 225 ▲3% 306  ▲28% 214 

出納局 35 30 ＋16% 43  ▲19% 30 

企業庁 131 138 ▲5% 174  ▲25% 122 

病院事業庁（県立病院課） 167 181 ▲8% 264  ▲37% 167 

教育委員会事務局 190 228 ▲17% 241  ▲21% 167 

人事委員会事務局 55 77 ▲29% 72  ▲24% 50 

監査委員事務局 106 89 ＋19% 152  ▲30% 106 

労働委員会事務局 90 122 ▲26% 7  ＋1186% 80 

海区漁業調整委員会 25 37  ▲32%  0  皆増 20 

 

時間外勤務実績 ：H31年度時点  154時間（H25実績から 30％削減） 

超長時間勤務者数：H30年度   137人 （H25実績から 65％削減） 
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 超長時間勤務者数（人、％） 

30年度 
目標 

昨年度 
実績 

対昨年度
比 

25年度実
績 

対 25年
度比 

防災対策部 10 16 ▲38% 28 ▲64% 

戦略企画部 0 2 皆減 7 皆減 

総務部 4 6 ▲33% 20 ▲80% 

医療保健部 8 33 ▲76% 25 ▲68% 

子ども・福祉部 13 52 ▲75% 37 ▲65% 

環境生活部 0 0 － 34 皆減 

地域連携部 0 3 皆減 5 皆減 

農林水産部 0 2 皆減 27 皆減 

雇用経済部 9 9 ±0 44 ▲80% 

県土整備部 53 42 ＋26% 153 ▲65% 

出納局 0 0 － 0 － 

企業庁 0 0 － 1 皆減 

病院事業庁（県立病院課） 0 0 － 1 皆減 

教育委員会事務局 3 4 ▲25% 12 ▲75% 

人事委員会事務局 0 0 － 0 － 

監査委員事務局 0 0 － 0 － 

労働委員会事務局 0 0 － 0 － 

海区漁業調整委員会 0 0 － 0 － 

 

＜参考＞各部局の目標の積み上げ 

時間外勤務時間 ：165時間（対 25年度実績比▲25%、対 29年度実績比▲9%） 

超長時間勤務者数：100人（対 25年度実績比▲75%、対 29年度実績比▲41%） 
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（２）ライフ・マネジメント支援の推進に関する部局目標の状況 

平成 30年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた目標のうち、

年休取得時間数の各部局目標については、別表２のとおりです。なお、全

庁目標は平成 31年度時点で 115時間以上です。 

また、夏季休暇取得率、男性職員の育児参加休暇および育児休業の取得

率の全庁目標と実績は、別表３のとおりです。 
 

【別表２】年休取得時間目標（1人あたり）※管理職員を含む 

 年休取得時間（時間） 

30年度 
目標 

昨年度 
実績 

25年度 
実績 

＜参考＞ 
31年度 
目標 

防災対策部 110 99  73 115 

戦略企画部 112 107 97 115 

総務部 120 115 104 120 

医療保健部 115 101 104 115 

子ども・福祉部 115 98 95 115 

環境生活部 111 108 83 115 

地域連携部 115 113 106 115 

農林水産部 115 109 97 115 

雇用経済部 110 104 81 115 

県土整備部 126 123 111 126 

出納局 120 128 122 120 

企業庁 124 123 124 124 

病院事業庁（県立病院課） 127 127 74 127 

教育委員会事務局 103 87 84 115 

人事委員会事務局 114 98 98 115 

監査委員事務局 115 113 110 115 

労働委員会事務局 140 130 133 140 

海区漁業調整委員会 100 82 101 115 

＜参考＞ 

各部局の目標の積み上げ 

年休取得時間：117時間（対 25年度実績＋16時間、対 29年度実績＋7時間） 
 
【別表３】夏季休暇取得率、男性職員の育児参加休暇および育児休業の取得率 

項  目 平成 31年度目標  昨年度実績  

夏季休暇取得率 100％ 
(取得率)    98.6％ 

(100％取得者) 93.5％ 

男性職員の育児参加休暇取得率 100％ 94.12％ 

男性職員の育児休業取得率 25％ 25.88％ 
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（３）意識・組織風土改革に関する目標の状況 

「日本一、働きやすい県庁（しょくば）アンケート」（ＷＬＭに関する項

目）の満足度の全庁目標と実績は、別表４のとおりです。 

 
【別表４】 

 

 

３ 今年度のワーク・ライフ・マネジメントの推進に向けて 
  

（１）働きやすい職場づくりに向けた勉強会 

   「日本一、働きやすい県庁（しょくば）アンケート 2017」の結果を受け

て、職員満足度の背景にあるものとして、「職場の絆・つながり」や「職場

のワーク・ライフ・マネジメント推進」の重要性について確認するととも

に、「イクボスの推進」を「意識・組織風土改革」の具体的取組に位置づけ

て、その意義を再認識したところです。また、29 年度の検証も踏まえ、管

理職を中心に職場で取り組んでいる具体的アクションをさらに一歩進める

ための機会も求められます。 

そこで今年度は、７月下旬に地域庁舎において、「絆・つながり」を感じ

られる職場づくりに向けた勉強会を開催します。 

勉強会では、働き方改革に自ら成功し、現在は中小企業から自治体まで幅

広くコンサルティング等に携わっている講師から、働きやすい職場づくりに

つながる具体的な行動例、管理職の役割など、実践に活きる手法や考え方を

学びます。 

 ※「イクボス」とは、子育て・介護を行っている職員の支援はもとより、

職場で共に働く職員一人ひとりのワーク・ライフ・マネジメントを考え、

業務の成果を届けつつ、自らもワークとライフを楽しむことができる管

理職のこと 

 
（２）多様な働き方に向けての検討 

時差出勤勤務については、時間の有効利用や業務の効率化を図ること等を

重視し、試行を続けているところです。 

多様な働き方に向けて、さらに労使で検討していきます。 

項  目 平成 30年度目標  昨年度実績  

「ワーク」も「ライフ」も充実させていこう

とする雰囲気がある 
3.32 3.32 

「ワーク」も「ライフ」も充実した働き方、

生き方ができている 
2.81 2.81 
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